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令和７年度 帰国・外国人児童生徒等教育の推進支援事業 
（Ⅰ 帰国・外国人児童生徒等に対するきめ細かな支援事業） 

事業内容報告書の概要 
地方公共団体名【 栃木県 】   

                           

令和７年度に実施した取組の内容及び成果と課題 

１．事業の実施体制（運営協議会・連絡協議会の構成員等） 

○ 帰国・外国人児童生徒教育研究協議会 

・外国人児童生徒教育拠点校の日本語指導教室の担当教員（悉皆） 

小学校41名、中学校10名、計53名 

・拠点校以外で帰国・外国人児童生徒が在籍する小・中学校及び義務教育学校の日本語指導 

教室の担当教員 

小学校１名 

② 高等学校 

・日本語指導支援員配置・訪問指導校の日本語指導担当教員 ８名 

③ 市町教育委員会及び教育事務所 

・帰国・外国人児童生徒を担当する市町教育委員会指導主事 ８名 

・各教育事務所指導主事 ５名 

④ 県教育委員会指導主事 ８名 

 

２．具体の取組内容  ※取り組んだ実施事項（１）～（１３）について、それぞれ記入すること 

(1) 地域の外国人児童生徒等指導体制の推進に係る運営協議会・連絡協議会の設置・運営 

（必須実施項目） 

○ 令和７（2026）年度帰国・外国人児童生徒教育研究協議会の実施 

・県教育委員会担当指導主事からの行政説明 

・令和６年度外国人児童生徒等への日本語指導指導者養成研修参加報告 

・講話演習 

演題：「帰国・外国人児童生徒に対する日本語指導の在り方」 

講師：東京学芸大学 教育学部 准教授 原 瑞穂氏 

・研究協議 

   協議題：「外国人児童生徒教育における日本語指導の充実に向けて」 

(2) 学校における指導体制の構築 （必須実施項目） 

○ 県内の４地区 10 校（11 課程）において、日本語指導支援員による指導を行った。 

 【令和７年度配置校】 

地区 日本語指導支援員 配置・訪問校 
日本語指導が 

必要な生徒数 
時間及び週当たり

の勤務日数 

県央 支援員Ａ 
県立宇都宮商業高等学校（定） ７人 ４時間×２日 

県立宇都宮清陵高等学校（全） ２人 ４時間×１日 

県南 

支援員Ｂ 県立学悠館高等学校（定） ３９人 ４時間×３日 

支援員Ｃ 

県立学悠館高等学校（通） ４人 ４時間×１日 

県立栃木農業高等学校（全） ２人 ４時間×１日 

県立栃木翔南高等学校（全） ５人 ４時間×１日 

支援員Ｄ 県立足利工業高等学校（全） ２人 ４時間×２日 

県東 
支援員Ｅ 県立真岡高等学校（定） ７人 ４時間×３日 

支援員Ｆ 県立真岡北陵高等学校（全） ３人 ４時間×３日 

県北 
支援員Ｇ 県立大田原東高等学校（定） ３人 ４時間×２日 

支援員Ｈ 県立黒羽高等学校（全） １人 ４時間×２日 

 



○ 向こう３カ年を見据えた域内における「教員配置のイメージ」 

令和８年度 日本語指導支援員９名（県央地区１名、県南地区３名、県東地区３名、県北地区２名） 

令和９年度 日本語指導支援員 10 名（県央地区２名、県南地区３名、県東地区３名、県北地区２名） 

令和 10 年度 日本語指導支援員 10 名（県央地区２名、県南地区３名、県東地区３名、県北地区２名） 

(4) 成果の普及 （必須実施項目）   

○ 令和７年度帰国・外国人児童生徒教育研究協議会において、県立高等学校の日本語指導担当

教員が小・中学校の日本語担当教員と研究協議を行い、意見交換及び協議を行った。 

(8) 高校生等に対する包括的な教育・支援 

① 高等学校等における日本語指導・教科指導の実施（必須） 

○ 日本語指導支援員の配置及び活用 

・県央地区２校、県南地区４校（５課程）、県東地区２校、県北地区２校の計10校・11課程

において日本語指導支援員８名による日本語指導及び学校生活への適応指導等の指導・支

援を行った。 

・配置校においては、担当教員と連携しながら、外国籍生徒等に対する指導・支援体制の構

築を図った。 

   ○ 外国籍生徒等に対する指導・支援の具体 

  【教科等における指導・支援】 

・通常授業や学校設定科目における、ティーム・ティーチングや入り込み指導による 

個別の支援等 

・教科で使用される語彙や内容に関する指導 

・授業で使用する教材や家庭学習用課題等の作成補助及びルビ振り 

・国家資格取得に向けた指導（工業系、商業系、農業系学科） 

【日本語指導等に関すること】 

・始業前や放課後等の時間を活用した個別の日本語指導 

・学校設定科目における日本語指導の補助 

・生徒の作文添削指導 

・日本語能力検定試験に向けた指導 

④ 高校生等に対する生活相談や心理サポートに資する取組（重点項目） 

【生徒保護者等に対する生活相談】 

 ・面談による、日本の生活習慣や文化、学校生活等への適応指導 

・生徒及び保護者からの教育相談への対応 

・スクール・ソーシャル・ワーカーと連携した生徒・保護者に対する指導・支援 

・生徒及び保護者向け通知の翻訳 

・学校が作成するスクール・ガイドの翻訳 

・生徒の進路実現に向けたキャリア支援や進学指導 

・外国籍生徒等の交流スペースの設置 

 

３．成果と課題  ※取り組んだ実施事項（１）～（１３）について、それぞれ記入すること 

(1) 地域の外国人児童生徒等指導体制の推進に係る運営協議会・連絡協議会の設置・運営 

【成果】 

○ 研修参加報告については、日本語指導の具体的手法や個別指導計画の重要性、学校全体

で支える体制づくりの視点を共有し、実践に生かす方向性を明確にすることができた。 

○ 外部講師による講話・演習では、帰国・外国人児童生徒の心理面や学習面を踏まえた日本語

指導の重要性を理解し、実態に応じた支援の視点を身に付けることができた。 

○ 研究協議会においては、小中高等学校の教員が校種を越えた意見交換を行い、各校の実情

に応じた指導について情報共有を行った。また、学校種間の違いや接続について議論を深める

ことができた。 

【課題】 

○ 宇都宮大学国際学部多文化公共圏センター主催「外国人児童生徒教育推進協議会」に参加

し、講話では近隣他県の日本語指導の現状と効果的な取組について情報を得ることができた。

今後も大学をはじめとした関係機関や小中学校との連携を更に推進していきたい。 

 



(2) 学校における指導体制の構築 

【成果】 

○ 勤務日数及び勤務時間の見直しを行い、支援員の配置数を拡充することで、より多くの学校に

対して指導・支援を実施することができた。 

○ 各学校においては、授業中の入り込み指導や空き時間を活用した日本語指導、さらに生徒・

保護者等への教育相談対応などの指導・支援を行うことができた。 

○ 外国籍生徒等教育を担当する教員を中心として、校内における指導・支援体制の整備・構築

を進めることができた。 

【課題】 

○ 県南および県東地域では、日本語指導を要する生徒が今後も増えると見込まれることから、増

員を進めたい。 

○ 定時制課程（夜間部）は夕方から深夜に及ぶ勤務となるため、支援員の確保が困難である。支

援員募集にあたっては、栃木県国際交流協会や宇都宮大学などの関係機関と、引き続き連携

を図りたい。 

(4) 成果の普及 

【成果】 

○ 各校において、入国間もない外国籍等生徒への指導・支援に関する課題や、具体的な初期 

指導の取組事例について共有することができた。 

○ 今年度初めて日本語指導支援員が配置された学校（黒羽高校）にとって、他校の実践内容を

知る良い機会となった。 

【課題】 

○ 協議会の班別協議会が重要な情報交換の場であるため、班別協議時間の充実を図りたい。 

○ 協議会への参加要請を来年度は県立学校全体に広げ、日本語指導が必要な生徒へのアプロ

ーチについてより多くの教員が情報を得られるようにしていきたい。 

○ 本協議会に併せ、高等学校の管理職や担当教員が情報交換や協議を行う連絡協議会の開

催も検討していきたい。 

(8) 高校生等に対する包括的な教育・支援 

【成果】 

○ 校内における指導・支援体制が整備され、支援員と担任、さらには教科担当教員が相互に連

携を図りながら、生徒一人一人の特性や状況に応じた、きめ細やかで継続的な指導・支援を実

践することができた。 

○ 支援員によるきめ細やかで丁寧な指導の積み重ねにより、生徒の学習への意欲や日本語能

力が着実に高まり、学校生活にも前向きな姿勢で主体的に取り組めるようになった。 

○ 生徒一人の相談に対して、支援員が丁寧かつ継続的に対応したことで、生徒自身が将来の進

路や自分のあり方について、落ち着いて考えられるようになった。さらに、保護者との面談の機会

を通じて、日本の教育制度や学校の仕組み、具体的には履修方法や単位修得の流れなどにつ

いて、保護者の理解がより深まる結果となった。 

【課題】 

○ 外国籍生徒等の在籍人数は年々増加しており、今後はより多くの学校や生徒に対して、きめ

細かな指導および支援を継続的に行える体制を整えるため、支援員の増員を図っていきたい。 

○ よりきめ細かな日本語指導の実現を目指し、「特別の教育課程」を活用した日本語指導に関す

る研究を今後も継続していきたい。 
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４．その他（今後の取組予定等） 

○ 既存の支援体制を再考し、さらに丁寧な指導支援の更強化を図る。 

・母語支援員が行う生徒の学校生活順応支援、並びに保護者への支援  

・日本語指導員が「特別の教育課程」を用いた日本語指導的の実施 

○ 令和８年度に開校する県立夜間中学校「栃木県立とちぎ学びの夢学園」と連携を進める。 

○ 日本語指導員及び担当教員への研修等の拡充を図る。 

 


